
　　ニーズ量の再計算をするにあたっては、当初の計算方式を基に、人口などの変数を最新のもの

に置きかえるなどのやり方で算出した。

　　当初の算出方法は以下５つの類型がある。

1．国が定めた共通のニーズ量見込み方法があるもの

（１）国の手引きに基づき、　ニーズ量＝A 対象人口×B 潜在家庭類型割合×Ｃ 利用意向率の計

算式より算出

【事業名】

・教育・保育事業（1号認定のみ）

・時間外保育事業

・放課後児童健全育成事業

・一時預かり（幼稚園のみ）

（2）子ども子育て支援事業計画の上位計画である区の長期計画の数値との整合性を考慮し算出

【事業名】

・教育・保育事業（2号認定、3号認定）

（3）（１）と同様にニーズ量を算出した結果、実績値と大きな乖離があったため、実績を踏まえて算出

【事業名】

・子育て短期支援事業

・地域子育て支援拠点事業

・一時預かり事業（幼稚園以外）

・病児保育事業

・子育て援助活動支援事業

（4）事業内容に応じて個別にニーズ量を算出

【事業名】

・利用者支援事業

２．国が共通のニーズ量見込み方法を示していないもの

【事業名】

（5）事業内容に応じて個別にニーズ量を算出

・乳児家庭全戸訪問事業

・養育支援訪問事業

・妊婦健康診査

ニ ー ズ 量 の 算 出 方 法
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【対象人口】

児童人口の予測

   平成20～25年の男女別１歳ごとの人口（各年4月1日現在の住民基本台帳人口）に基づき、平成26～

31年の児童人口を予測 した。

０～１１歳(推計・実績) 単位：人

27年度 28年度 29年度

推計 実績 増減率 推計 実績 増減率 推計 実績 増減率

0 4,937 4,900 -0.75% 4,979 4,881 -1.97% 4,937 4,820 -2.37%

1 5,155 4,990 -3.20% 5,131 5,046 -1.66% 5,181 5,052 -2.49%

2 4,667 4,804 2.94% 5,060 4,855 -4.05% 5,036 5,000 -0.71%

3 4,470 4,700 5.15% 4,580 4,714 2.93% 4,933 4,790 -2.90%

4 4,483 4,574 2.03% 4,423 4,598 3.96% 4,548 4,682 2.95%

5 4,461 4,470 0.20% 4,576 4,566 -0.22% 4,605 4,580 -0.54%

6 4,235 4,326 2.15% 4,412 4,395 -0.39% 4,521 4,473 -1.06%

7 4,165 4,220 1.32% 4,224 4,274 1.18% 4,397 4,358 -0.89%

8 4,068 4,137 1.70% 4,155 4,231 1.83% 4,215 4,263 1.14%

9 3,781 3,794 0.34% 4,069 4,120 1.25% 4,153 4,218 1.57%

10 3,852 3,867 0.39% 3,786 3,784 -0.05% 4,072 4,107 0.86%

11 3,777 3,751 -0.69% 3,870 3,869 -0.03% 3,801 3,788 -0.34%

当初のニーズ量計算の諸変数

年
齢
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【潜在家庭類型割合】

　平成25年度に実施した意向調査結果から、対象となるこどもの父母の有無、父母の就労状

況により「家庭類型」を以下のタイプAからタイプFの8種類に類型化し、親の就労希望を反映

させた潜在的な家庭類型を算出した。

家庭類型の種類

タイプ 父母の有無と就労状況

A ひとり親家庭

B フルタイム×フルタイム

C フルタイム×パートタイム （就労時間：月120時間以上＋下限時間※～120時間の一部）

C’ フルタイム×パートタイム （就労時間：月下限時間未満＋下限時間※～120時間の一部）

D 専業主婦（夫）

E パートタイム×パートタイム

E’ パートタイム×パートタイム

F 無職×無職

表の見方

（例）タイプC　フルタイム×パートタイム：夫婦がフルタイムとパートタイムの組み合わせ

※下限時間 ＝ 各自治体における保育の必要性の下限時間（江東区では64時間）

潜在的な家庭類型割合　≪年齢別≫

タイプA タイプB タイプC
タイプC’
（パート

タイプD タイプE
タイプE’
（パート

タイプF

0歳～就学前 2.40% 37.80% 5.80% 4.40% 49.30% 0.10% 0.00% 0.10%

0歳 0.70% 41.70% 5.30% 2.00% 50.00% 0.00% 0.00% 0.30%

1・2歳 2.20% 38.20% 5.60% 4.00% 49.70% 0.10% 0.00% 0.10%

3歳以上 3.70% 34.90% 6.40% 6.40% 48.40% 0.20% 0.00% 0.00%

【利用意向率】

  教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況を把握するために、就学前児童の

保護者及び小学生の   保護者を対象に、「江東区こども・子育て支援事業計画の策定に伴う意向調

査」を以下の通り実施し、利用意向率を算出した。

回答者 実施方法 配布数 有効回収率

3,000 61.00%

1,200 68.80%

実施期間：平成25年10月31日～11月27日
結果：各事業を参照

保護者

調査の種類

就学前児童

小学生

対象者

区内在住の就学前
児童（0～5歳）
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（就労時間：双方が月120時間以上＋下限時間※～120時間の一部）

（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間※～120時間の一部）

区内在住の小学生
（1～3年生）

抽出方法

住民基本台帳に基
づく層化2段無作為

抽出法

郵送によ
る配布・

回収


